
気候変動問題の意思決定プロセスに係る「専門家」の役割 

-ステークホルダー会議を事例として 
The role of experts and its knowledge in the decision making process – 
The case of stakeholder dialogue for realizing low carbon society  

 
柳 美樹*・工藤 拓毅**・柳下正治*** 

Miki YANAGI, Hiroki Kudo, Masaharu Yagishita

１．研究の背景と目的 

気候変動問題への対応は、多面的な社会システムの変革

が否応なく要請される。このため、対策や政策を巡る意思

決定プロセスにおいては、専門家による将来予測を含む多

様な科学的知識の提供のもと、広範な利害関係者（ステー

クホルダー）の対話が不可欠であるとの認識がある。 

また、一般的にみた専門知とその公共性の議論において

も、専門家の果たす機能とその境界領域の再構築が議論さ

れている。公共の場では、技術の将来性などの絵姿につい

て不確定要素を含み、科学者にも答えられない問題だが、

「今、現在」社会的合意が必要である課題が多数あること

から、専門家の役割は、再定式化されなくてはならないと

いう視点に基づくものである（藤垣（2003））。これらの問

題意識は、国内外において共有されつつあり、意見表明の

場の構築や、そのための試行実験が行われている。しかし

ながら、気候変動問題に関する対話を目的とする場合、ス

テークホルダーの対話による対話の実例は限定的である。 

このため本稿では、気候変動対策や政策に関わる意思決

定プロセス・合意形成に関する先行研究について整理する

とともに、科学技術振興機構(JST）の研究プロジェクト「政

策対話の促進：長期的な温室効果ガス大幅削減を事例とし

て」（代表：上智大学 柳下正治教授）による計 17 回のス

テークホルダーによる対話フォーラムの概観を紹介する。

そして、先行研究と事例研究を通じて、ステークホルダー

対話における「専門家」の果たす役割について検討する。 

  

２.「ステークホルダー会議」における専門家の役割およ

び事例研究 

第１に、再確認されたのは専門家が客観的な知見を提示

することの意義である。専門家それぞれが「ステークホル 

ダー的要素」を持ちうる点（工藤（2011））、もしくは、情

報の受け手であるステークホルダーの一部がそう見なす

こともあるという点で本事例研究により判明した。 

第２に、専門知が、会議設計と不可分であるという点で

ある。専門家は専門知の提供機能に専念し、会議設計や議

論の進行から分離されるべきという考え方もあるが実際

には難しい。なぜなら、テーマそのものが学際的であるこ

とから、議論の進行、その解釈を深めるプロセスへの専門

家の参加が要請される為である。 

逆に、専門家がステークホルダーとして、会議設計に関

与することで、適切な「場」が設定され、ステークホルダ

ー間のコミュニケーションが深化する可能性もある。同時

にそのような「場」は、中立性を欠く問題点も想定される。

これらのバランスは、会議設計の透明性の問題や、信頼感

の醸成の問題とも関連し、会議の条件を精緻に検討する必

要がある。 

このほか、気候変動問題の緩和策にも通ずる技術導入の

意思決定に関連した先行研究もみられた。鈴木ら（2007）

は、風力・バイオマス・原子力発電等の 7 つの事例に基づ

き、「社会意思決定プロセス」について分析を加えている。

事例によっては非公式なプロセスが公式プロセスに影響

を与えた事例も報告されており、鈴木は、多くの事例にお

いて、社会的意思決定は「予期せざる出来事（不確実性）」

に直面している点、参加者の正確な「場」の理解が必要と

のを指摘している。 

 

３．今後の分析の課題 

・「ステークホルダー会議」における専門家の認識の変容 

「専門家は、ステークホルダーとの応答、そして異分野

を含む専門家間の対話を経験することになる。これにより、

専門家の問題意識は、程度の差こそあれ変容する可能性が

ある。これら専門家側の役割・認識の変容の「再フレーミ

ング」に関する効果については、今後の精査を要する課題

である。 

・ 「現場知」と「専門知」の融合のために 

ステークホルダーから提示される「現場知」についての

専門家側の受容性の向上も検討されていくべき課題とし

てあげられる。 
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